○滝川地区広域消防事務組合嘱託職員取扱要綱

制　定　平成23年３月11日

　（目的）

第１条　この要綱は、嘱託員等の給与等に関する条例（平成23年滝川地区広域消防事務組合条例第１号）
の施行に関し必要な事項を定めることを目的とする。

　（採用）
第２条　嘱託職員を採用する場合は、嘱託職員採用要望書（別記第１号様式）に、次の書類を添えて組合長の承認を得なければならない。
  ⑴　履歴書（別記第２号様式）

  ⑵　健康診断証明書（別記第３号様式）ただし、滝川地区広域消防事務組合職員の定年等に関する条例（昭和59年滝川地区広域消防事務組合条例第３号）第３条の規定により定年退職した職員で、引き続き、任用することとなる日前１年以内に健康診断を受けている場合は、これに替えることができる。

  ⑶　前２号に掲げるもののほか、組合長が必要と認めるもの

２　採用の通知は、辞令書をもって行う。

３　勤務条件の通知は、勤務条件通知書（別記第４号様式）をもって行う。

　（採用期間）

第３条　嘱託職員の採用期間は、採用日の属する会計年度の範囲内とする。ただし、組合長が特に認める場合は、会計年度単位で採用を更新することができる。
２　前項のただし書の規定により採用を更新する場合は、嘱託職員更新要望書（別記第５号様式）に、嘱託職員勤務状況報告書（別記第６号様式）を添えて組合長の承認を得なければならない。
　（報酬）

第４条　嘱託職員の報酬は、月額で定める。

２　報酬の計算期間は、月の初日から末日までとし、支給日は、一般職の職員の例による。

３　嘱託職員が勤務日に勤務しないときは、その勤務しないことについて承認があった場合を除き、その勤務しない１時間につき、１時間当たりの報酬額を減額した報酬を支給する。

４　嘱託職員が、勤務日に割り振られた勤務時間を超えて勤務を命じられた場合は、その超えて勤務した時間について、１時間につき１時間当たりの報酬額（その日の勤務時間が８時間を超える場合は、その超えて勤務した時間は100分の125の割合を乗じて得た額）を超過勤務手当として報酬額に加給する。

５　嘱託職員が、勤務日以外の日に勤務を命じられた場合で、他の勤務日に振り替えて休務することができない場合は、勤務した時間について、１時間につき１時間当たりの報酬額に100分の135の割合を乗じて得た額を超過勤務手当として報酬額に加給する。

６　前２項において、その勤務が午後10時から翌日の午前５時までの間である場合は、その割合に100分の25を加算した割合とする。
７　第３項から前項までの規定による減額及び超過勤務手当の加給は１時間を単位とし、報酬の計算期間における勤務しない時間及び超過勤務時間の合計に１時間未満の端数を生じた場合は、その端数が30分以上のときはこれを１時間とし、30分未満のときはこれを切り捨てる。

８　第３項から第５項までに規定する１時間当たりの報酬額の算出は、報酬月額に12を乗じた額を、１週間の勤務時間に52を乗じたもので除して得た額（１円未満四捨五入）とする。
９　報酬の減額及び超過勤務手当の加給は、翌月支給の報酬でこれをすることができる。
10　採用又は更新時における任用の期間が１か月以上、通勤距離が片道２キロメートル以上で、定期券を購入して交通機関を利用し又は常時交通用具を使用して通勤する嘱託職員に、通勤手当として別に定める額を月額報酬に加給する。

11　前項の通勤状況の届出は、一般職の職員の例により、嘱託職員通勤状況届（別記第７号様式）により届け出なければならない。
12　前２項に規定するもののほか、通勤手当の取扱いは、一般職の職員の例による。

　（勤務時間）

第５条　勤務時間は、特別な場合を除き１週間30時間以内とし、勤務時間の割振りは総務課長と協議して所属長が定める。

２　前項の勤務時間の割振りは、業務の繁閑によって変更することができる。

３　休憩時間は、土曜日又はこれに相当する日を除き、１時間を超えない範囲で総務課長と協議して所属長が定める時間とする。

４　勤務の確認は、嘱託職員勤務確認表（別記第８号様式）により所属長が行い、翌月の３日までに総務課長に報告するものとする。

５　前条の規定による超過勤務の命令は、嘱託職員の時間外勤務命令書（別記第９号様式）及び嘱託職員の勤務日以外の勤務命令書（別記第10号様式）による。

　（年次有給休暇）

第６条　嘱託職員に、当該会計年度内において年次有給休暇を与える。

２　新規採用者に対するその年度内の年次有給休暇の付与日数は、次に定めるとおりとする。
  ⑴  １週間の勤務時間が30時間以上である者　次の表の左欄に掲げる任用期間の区分に応じ、同表右欄に掲げる日数
	任　　　用　　　期　　　間
	付与日数

	２月以上３月未満
	１日

	３月以上４月未満
	２日

	４月以上５月未満
	３日

	５月以上６月未満
	４日

	６月
	５日

	６月超
	10日


  ⑵  １週間の勤務時間が30時間未満である者　１週間の勤務日が５日以下の者にあっては次の表の左欄に掲げる１週間の勤務日の日数の区分に応じ、勤務日不確定者（週以外の期間によって勤務日が定められている者をいう。以下同じ。）にあっては同表の中欄に掲げる１年間の勤務日の日数の区分に応じ、それぞれ同表右欄に掲げる任用期間の区分ごとに定める日数

	１週間の勤務日の日数
	１年間の勤務日の日

数
	任　　用　　期　　間

	
	
	２月以上

３月未満
	３月以上

４月未満
	４月以上

５月未満
	５月以上

６月未満　　　　
	６月


	６月超



	５日
	217日

以上
	１日
	２日
	３日
	４日
	５日
	10日

	４日
	169日

から

216日

まで
	
	１日
	２日
	３日
	３日
	７日

	３日
	121日
から

168日

まで
	
	１日
	１日
	２日
	２日
	５日

	２日
	73日
から

120日

まで
	
	
	１日
	１日
	１日
	３日

	１日
	48日
から

72日

まで
	
	
	
	
	
	１日


    備考　勤務日不確定者の１年間の勤務日の算定に当たっては、任用期間内の勤務日の日数を任用期間中の総日数で除して得た数を基準に、その者の任用期間が１年間であるとした場合の勤務日の日数を１年間の勤務日の日数とみなして取り扱うものとする。
３　前項の任用期間の算定に当たっては、６月以下の任用期間の者が採用年度内における任用期間が満了した日の翌日において任用期間を更新した場合にあっては、それぞれの期間を通算した期間を任用期間とするものとする。この場合において、当該更新の際に付与する日数は、当該通算された任用期間に応じて付与される日数から既に付与した日数を差し引いた日数とする。

４　前項に規定する者以外の者に対する当該年度の年次有給休暇の付与日数は、次に定めるとおりとする。

  ⑴  １週間の勤務時間が30時間以上である者　次の表の左欄に掲げる継続勤続年数の区分に応じ、同表右欄に掲げる日数

	継　　続　　勤　　続　　年　　数
	付与日数

	１年
	11日

	２年
	12日

	３年
	14日

	４年
	16日

	５年
	18日

	６年以上
	20日


  ⑵  １週間の勤務時間が30時間未満である者　１週間の勤務日が５日以下の者にあっては次の表の左欄に掲げる１週間の勤務日の日数の区分に応じ、勤務日不確定者にあっては同表の中欄に掲げる１年間の勤務日の日数の区分に応じ、それぞれ同表右欄に掲げる継続勤務年数の区分ごとに定める日数

	１週間の勤務日の日数
	１年間の勤務日の日

数
	継　続　勤　続　年　数

	
	
	１年
	２年
	３年
	４年
	５年
	６年

以上

	５日
	217日

以上
	11日
	12日
	14日
	16日
	18日
	20日

	４日
	169日

から

216日

まで
	８日
	９日
	10日
	12日
	13日
	15日

	３日
	121日

から

168日

まで
	６日
	６日
	８日
	９日
	10日
	11日

	２日
	73日

から

120日

まで
	４日
	４日
	５日
	６日
	６日
	７日

	１日
	48日

から

72日

まで
	２日
	２日
	２日
	３日
	３日
	３日


　　備考　勤務日不確定者の１年間の勤務日の算定に当たっては、任用期間内の勤務日の日数を任用期間中の総日数で除して得た数を基準に、その者の継続勤務年数が１年間であるとした場合の勤務日の日数を１年間の勤務日の日数とみなして取り扱うものとする。
　⑶　前２号の場合において、継続勤務年数は４月１日を基準日として算定するものとし、１年未満の端数が生じた場合は、これを１年に切り上げるものとする。
５　年次有給休暇は、１日又は1時間を単位として付与し、時間単位で付与した年次有給休暇は、その者の１週間の勤務時間を勤務日数で除した時間（１時間未満の端数が30分以上の場合は１時間に切上げ。）をもって１日とする。

６　年次有給休暇（この項の規定により繰り越されたものを除く。）は、これを翌年度に繰り越すことができるが、翌々年度に繰り越すことができない。

　（特別有給休暇）

第７条　嘱託職員の服喪のときに次のとおり特別有給休暇を与える。

	事　　　　　　　　　　由
	血族の場合
	姻族の場合

	　⑴　父母（同居の姻族の場合又は別居の姻族で職員が喪
　　主若しくは施主となる場合は、血族の場合に準ずる。）
	７日
	３日

	　⑵　祖父母
	５日
	３日

	　⑶　配偶者（内縁関係にある者を含む。）
	７日
	

	　⑷　子
	７日
	３日

	　⑸　兄弟姉妹
	５日
	３日

	　⑹　孫
	５日
	

	　⑺　伯叔父母（配偶者の伯叔父母を除く。）
	２日
	１日


　（服務）
第８条　嘱託職員は、次の事項を厳守しなければならない。
　⑴　所属長の指揮監督を受け、その職務上の命令に従い職務に専念しなければならない。

　⑵  職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。

  ⑶  嘱託職員として信用を傷つけ、又は不名誉な行為をしてはならない。

　（解職）

第９条　組合長は、嘱託職員が次の各号のいずれかに該当するときは、採用期間満了前にその職を解くことができる。
  ⑴  自己の都合により退職を申し出たとき。

  ⑵  心身の故障のため職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えられないとき。

  ⑶  嘱託職員としてふさわしくない行為があったとき。

　（その他の身分扱い）

第10条　公務災害補償については、議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭
　和49年滝川地区広域消防事務組合条例第８号）を適用する。ただし、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）の規定に基づく補償を受ける者についてはこの限りではない。
２　雇用保険法（昭和49年法律第116号）、厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）及び健康保険法（大正11年法律第70号）に基づく資格要件を有する場合は、これらの保険に加入するものとする。
　　　
      附　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成23年４月１日から施行する。
（滝川市の要綱等の準用に関する要綱の一部改正）
２　滝川市の要綱等の準用に関する要綱（平成17年４月31日施行）の一部を次のように改正する。

　　（内容～要略）
３（経過措置）

　　この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）の前日から引き続き更新により在職する嘱託職員の施行日以後の平成23年度における年次有給休暇の付与日数については、前項の規定による改正前の滝川市の要綱等の準用に関する要綱第２条において準用する滝川市嘱託職員取扱要綱（昭和61年４月１日施行。以下「旧要綱」という。）第６条の規定により付与された年次有給休暇の残日数を繰り越すものとし、当該嘱託職員の施行日以後の年次有給休暇の付与に係る継続勤務年数の算定にあたっては、旧要綱第３条第１項の規定により新たに採用された日から起算するものとする。

４　この要綱の施行の日前に使用された旧要綱第６条の２の特別有給休暇について、同一の事由において第６条の２に規定する場合に該当するものとなるものについては、それぞれ第６条の２に規定する事由による特別休暇として既に使用されたものとする。
